	障がい福祉サービス等に係る質の確保・向上に関する検討調査業務委託
参加申請書・企画提案書


様式１～３

· 「障がい福祉サービス等に係る質の確保・向上に関する検討調査業務委託」の受注を希望する法人は、次の応募様式及び添付資料を作成のうえ、各正本１部、副本６部（複写可）をそれぞれファイルに綴り、目次、インデックスを貼付のうえ提出すること。
· なお、副本は事業者名を特定できる箇所（事業者名、所在地、代表者名［担当者名は除く］、代表者印、ロゴマーク等）にマスキング等の処理をしたうえで提出すること。公募型プロポーザル企画提案書（様式３）事業者名の記載に当たっては、「本法人」や「当社」などとし、応募事業者名が確認できる表現は避けるよう工夫すること。
· 各応募様式については、Ａ４サイズ（縦）で作成し、記入欄が不足する場合は、別様式を追加することは可能とする。

１　参加申請書
　(1) 公募型プロポーザル参加申請書（様式１）
  (2) 公募型プロポーザル参加申請に係る誓約書（様式２）
　(3) 適切な情報セキュリティポリシーの策定を確認できる次のいずれかの書類の写し
ア　一般財団法人日本情報経済社会推進協会（JIPDEC)が認定するプライバシーマーク制度の認定を受けていることを証する書類
イ　ISO/IEC27001又はJIS Q 27001の認証を受けていることを証する書類
　
２　企画提案書
　　公募型プロポーザル企画提案書（様式３）
[bookmark: _Hlk160440297]　　※　企画提案書に注記する必要資料の写しを添付すること

３　参考
　　企画提案に当たり、次に掲げる審議会等の情報について参考とすること。
　【大阪市】
　　〇　大阪市障がい者施策推進協議会　障がい者計画策定・推進部会
　　　　https://www.city.osaka.lg.jp/fukushi/page/0000065628.html
〇　大阪市障がい者施策推進協議会　地域自立支援協議部会（大阪市地域自立支援協議会）
　　　　https://www.city.osaka.lg.jp/fukushi/page/0000065769.html
【国】
　　〇　社会保障審議会（障害者部会）
　　　　https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/shingi-hosho_126730.html
　　〇　障害福祉サービス等報酬改定検討チーム
　　　　https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-syougai_446935_00001.html
　　〇　障害児支援における人材育成に関する検討会
　　　　https://www.cfa.go.jp/councils/support-personnel
　　〇　財政制度等審議会財政制度分科会
　　　　https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/proceedings/index.html


（様式１）

公募型プロポーザル参加申請書

令和　　年　　月　　日　

大阪市福祉局長　様

	住所又は事務所所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・氏名
	

	大阪市入札参加資格承認番号
	（　　　　　　　　）



次の案件にかかる公募型プロポーザルに参加したいので、申請書類を添えて申請します。
なお、この申請書類の記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。

記

１　案件名称
　　障がい福祉サービス等に係る質の確保・向上に関する検討調査業務委託

２　担当
	担当部署名
	

	担当者氏名
	

	電話番号
	

	FAX番号
	

	電子メール（Eメール）
	





（様式２）

公募型プロポーザル参加申請に係る誓約書

令和　　年　　月　　日　


大阪市福祉局長　様

	住所又は事務所所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・氏名
	

	大阪市入札参加資格承認番号
	（　　　　　　　　）



　障がい福祉サービス等に係る質の確保・向上に関する検討調査業務委託の公募型プロポーザル参加　申請を行うに当たり、次に掲げる事項を誓約します。

記

（誓約事項）
１　地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しない者であること。
２　大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく停止措置を受けていなこと。
３　大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けていないこと。
４　民事再生法に基づく再生手続開始の申立てがなされている者、会社更生法に基づく更生手続開始の申立てがなされている者又は金融機関から取引の停止を受けている者その他経営状態が著しく不健全であると認められる者でないこと。
５　直近１か年において、本店所在地の市町村民税（東京都特別区の場合は都民税）、固定資産税、都市計画税、消費税及び地方消費税を完納していること。
６　宗教活動や政治活動を主たる目的とした団体でないこと。また、特定の公職者（候補者を含む。）または政党を推薦、支持、反対することを目的とした団体でないこと。
７　適切な情報セキュリティポリシーの策定及び情報管理体制が整備されていること。
８　本誓約事項に相違があった場合は、公募型プロポーザル参加資格を取り消されても異議申立てを行わないこと。

（様式３）
公募型プロポーザル企画提案書

（提案者名：　　　　　　　）
	案件名称

	障がい福祉サービス等に係る質の確保・向上に関する検討調査業務委託

	[bookmark: _Hlk160440630]１　業務の実施方針

	
· 本業務の目的、仕様書、国の動向等を踏まえた実施方針を記載
· 大阪市のこれまでの取組を踏まえた現状や課題と強みを活かした今後の対応策
· 本業務を効果的に実施するための方法や創意工夫
· アクションプランを着実に実行していくための方策　など

※　本様式片面１枚で記載すること
















	２　各取組の柱別の企画提案

	
本業務の内容を踏まえ、次の取組の柱に沿った企画提案を行うこと
〇　取組の柱１：事業者指定（更新）等のあり方の見直し
〇　取組の柱２：給付費請求の審査の強化
〇　取組の柱３：運営指導等の強化
〇　取組の柱４：支給決定等のあり方の見直し
〇　取組の柱５：人材の確保・定着・資質の向上
　・　各取組の柱ごとに想定される課題
　・　課題を把握するために必要な検討調査の内容とその手法
　・　課題解決につなげるための方策（案）
　・　想定される目標や成果指標、ロードマップ等

※　各取組の柱ごとに本様式片面１～２枚で記載すること







	３　業務の工程表

	
· 業務実施フロー及び業務工程表、業務の進捗管理等について記載すること
· 業務工程表は、業務内容を項目別に分類し、契約の締結から業務完了までの月別の工程表　など

※　本様式片面１枚で記載すること







	４　業務の実施体制

	
· 本業務を円滑に遂行するための実施体制を記載すること
· 本業務における実施体制図、業務責任者及び業務従事者の氏名、役職、保有資格、担当業務・役割を一覧に記載すること
· 再委託を行う業者についても記載すること

※　本様式片面１枚で記載すること
※　当該保有資格を証する免状の写しを本様式とは別に添付すること










	５　業務の実績

	
· 平成27年度以降、国又は地方公共団体が発注する本業務に類似する業務の受注実績について、契約名、発注者、契約金額、契約期間、業務の概要を番号順に一覧に記載すること
· なお、「業務の実施体制」に記載する業務責任者及び業務従事者が一覧に記載する業務に従事していた場合は、その役割等を記載することも可能とする

※　本様式片面１枚以内で記載すること
※　当該受注実績について、上記内容が記載された契約書及び仕様書の写し（契約条項部分は不要）を本様式とは別に添付すること



















	６　提案見積書

	
· 本業務に係る経費について、人件費・物件費がわかる見積書及び積算根拠を記載

※　本様式片面１枚で記載すること









※　企画提案書のマスキング等の処理の漏れが無いよう確認を徹底するとともに、事業者名の記載に　当たっては、本法人や当社など工夫すること。
2

